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1. 論文「TPP批判の政治経済学」に関して、浅野さんから報告

・報告の内容は添付プレゼンテーションを参照願います。

2. 同論文に対してコメント
○平井さん

・アメリカがWTO交渉にしびれをきらした

　 全世界における貿易自由化は、まとまらない⇒TPPの拡大も難しくなるのでは

　 そうなれば、結局EPAにシフトしていく

・戸別保障に関して
　 戸別保障の財源は、二次・三次産業の活性化による税収増が前提だったのでは？
現在のEPA締結国との実績データーはなく、農業を保護できるほどの経済活性化が見込めるか、その計算をせずにTPPに突っ込んでくのは無謀

・TPP締結国の発展した場合、人件費などで負けるのではないのか

国内産業の育成方針もすすめるべき
　　○浅野さん

　　・論文の趣旨は、内部からの活性化が重要ではないのか
　　・論自体は、TPPに対する反証には欠けるのではないのか

3. 同論文・コメントに対する質疑応答
○稲村

・広域経済圏が確立した世界の中で、はたして国家別の同域国家内のGDP差などが問題になりうるのか
【解答】山崎先生

・究極的には、企業の業績の問題になる。企業の業績の良し悪しで、国内におちる税金が増減するなどの企業視点が、最終的に残るのではないか。
4. 論文「TPP-アメリカの対アジア戦略」に関して、嶋村さんから報告

・報告の内容は添付プレゼンテーションを参照願います。

5. 同論文に対するコメント
○稲村

・TPPよるグループ化が米国の対中政策の一柱となるとの観点は正しいように思う。NATOやEUなど、冷戦期以来の親米グループが未だに残存している欧州とは異なり、アジアにそのようなグループがない以上、アメリカが親米グループを構築して自身の覇権を保とうとするのは自然に思える。
・論文中でEUと日本の農産物関税が比較されているが、EUはドーハラウンドにおいて日本と共同戦線を張り、国内農業への保護を訴えた国同士であり、比較対象として適当なのだろうか。

・韓国経済との比較で、円高が経済に悪影響を及ぼしているだけという弁があるが、では円安にできうる方法があるのか、論中にない。

・現状のアジアの成長センターが中国であることは事実であろう。しかし、10年後・20年後中国のみが成長センターなのであろうか。中国が極めて危険な隣人である以上、無理に中国ばかりに傾倒するのではなく、今後経済発展が著しくなるインドやブラジル、現状でも相互利益の大きい豪州などとこそ中長期的なパートナーシップをとるべきではないのか。
○嶋村さん
・アメリカの利益ばかりが重視されていることが気になる
○平井さん

　　・アジア地域において、中国が最も貿易をしたい国

　　・TPPはアメリカの言いなり状態⇒アジア独自での地域統合を進めるべきでは
○浅野さん
　　・日本はアジアをみるのか、アメリカを見るのか

6.山崎先生のコメント

政治風土全体として、アメリカとの関係は重要。TPPに乗ることにより、アメリカに対する手土産としようとする節がある。

・TPPに参加・不参加の場合における10年後、20年後のシナリオ、日中別の参加不参加のシナリオを想定する。

　Ex：途上国市場に対していつまで優位が保てるのか

環境・人口増加などの影響にたいする評価

　　　TPPの中で環境問題や労働者権利の面などで、どのようなactionが起こせるのか

・環境条項等が、どれほど有効に機能するか
7.次回内容
　真の国益とは何か

　後半三本

　あらためて、農家農政のあり方を考える
　賛成派資料検索
